
： 秋田県上小阿仁村

： 簡易水道事業

： 令和7年2月

： 令和7年度〜令和16年度

１．事業概要
(1) 事業の現況
① 給 水

（令和5年度末現在）
② 施 設

㎥/日

③ 料 金

メーター使用料（消費税別）

水道料金（消費税別）

40mm  300円  

500円  
100mm  600円  

50mm  400円  
75mm  

150mm  1,000円  
200mm  1,500円  

平成26年4月 1日

超過1㎥につき 50円  30mm  220円  
基本料金10㎥まで 2,500円  25mm  180円  

メーターの口径 料 金
13mm  100円  

算出基礎 月 額 料 金 20mm  140円  

上小阿仁村簡易水道事業 経営戦略

団 体 名

事 業 名

策 定 日

計 画 期 間

供 用 開 始 年 月 日 昭和41年 7月 1日 計 画 給 水 人 口 2,436 人    

施 設 利 用 率 81.7 ％    

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

 10㎥までの基本料金と、使用水量に応じた超過料金の合計額で設定してい
る。そのため、基本料金はメーターの口径にかかわらず、使用水量により水
道料金が高くなる一般計量制の料金体系となっている。また、メーターの口
径により使用料単価を設定し、料金と同時に徴収している。

法適（全部・財務）・
非 適 の 区 分

法適（財務）
現 在 給 水 人 口 1,902 人    
有 収 水 量 密 度 201.70  千㎥/ha 

水 源  ☑表流水 ☐ダム ☐伏流水 ☑地下水 ☐受水 ☐その他
施 設 数 浄水場設置数 4

管 路 延 長 61 千ｍ   
施 設 能 力

配水池設置数 8
1,087

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）
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④ 組 織

＜組織体制＞ （令和6年度）
簡易水道担当 1名

建設課
下水道担当 1名

(2) これまでの主な経営健全化の取組

(3) 経営比較分析表等を活用した現状分析

 本村の建設課では、下水道事業（特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、個別排水処理事
業）と簡易水道事業を所管しており、担当職員は一般行政職員であり、下水道担当１名、簡易水道担当１
名で、それぞれ全般にわたり業務を実施している。

【事業統合】
 統合計画により、平成25年度から統合事業を進め、簡易水道６地区、小規模水道3地区（内、非公営１
地区）の施設統合を実施し、効率化を図っている。
 統合事業は平成28年度で事業が完了し、平成29年度から上小阿仁村簡易水道事業として経営が一元化
されている（水道認可上は簡易水道４地区）。
【経営健全化】
 令和5年4月から、経営・財政状態を的確に把握するため、簡易水道事業に地方公営企業法の財務規定
を適用し、財政マネジメントの向上に務めている。
【その他】
 令和5年3月に、確実な水道事業の実施のために目指すべき将来像を設定し、それを実現するための方
策等をまとめた「上小阿仁村水道ビジョン」を策定し経営の安定化を図っている。策定にあたっては、
厚生労働省の「新水道ビジョン」及び｢水道事業ビジョン作成の手引き」を踏まえた上で、本村の最上位
計画である「上小阿仁村過疎地域持続的発展計画」と整合がとれたものとしている。

(3)-1.経営比較分析表の現状分析
 令和4年度決算の「経営比較分析表」を次頁に添付する。
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①水道料金
※ 水道料金＝基本料金＋超過料金（円）

②料金回収率
※ 料金回収率＝供給単価／給水原価

③施設利用率
 ※ 施設利用率＝一日平均配水量／一日配水能力 

(3)-2.秋田県内の類似団体との比較分析
 秋田県内における簡易水道事業を経営している団体について、令和5年度実績の値で分析を行った。

 標準的な口径13mmでの、10㎥ま
でと20㎥までの料金の比較を行った。
 本村においては、10㎥までは最も
高額な料金、20㎥までは第 3 位であ
り、上位の料金設定になっていると
いえる。

 一日配水能力に対する一日平均配
水量の割合であり、施設の利用状況
や適正規模を判断する指標である。
類似 7 団体中最高位であり、施設の
有効活用が図られていると言える。

 給水に係る費用が、どの程度給水
収益で賄えているかを表した指標で
あり、料金水準等を評価することが
可能である。
 類似 7団体中 6 位となっており、
料金設定では良好な設定であったこ
とから、維持管理費や資本費に課題
があるとが考えられる。
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④有収率
※ 有収率＝年間総有収水量／年間総配水量

 有収率は年々悪化していることから、漏水調査及び計画的な管路の更新等の早急な対策が必要である。

 施設の稼動が収益につながってい
るかを判断する指標である。
 類似 7団体中 6 位で、約70％の有
収率であることから、漏水等が原因
と考えられる。

(3)-3.有収率の実績推移と料金回収率の予測

 料金回収率は、令和5年度現在でも水道料金で賄えておらず、今後も更に減少傾向となる予測である。
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２．将来の事業環境
(1) 給水人口の予測

(2) 水需要の予測

【行政区域内人口】
 国立社会保障・人口問題研究所が公表している、令和2年の国勢調査を基に将来人口を推計した「令和
5年推計」を採用し、その値を年度末人口に補正している。
 推計の結果、現状（令和5年度）の1,933人から、10年後（令和16年度）には1,378人まで減少すると予
想される。
【水道普及率】
 実績では98％以上で推移している。今後は水道未普及人口のさらなる解消に努める。
【給水人口】
 行政区域内人口に水道普及率を乗じて算出している。
 推計の結果、現状（令和5年度）の1,902人から、10年後（令和16年度）には1,356人まで減少すると予
想される。

【有収水量】
 計算式：有収水量推計値＝給水人口×有収水量原単位（直近5年の実績平均値）
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実績値 推計値
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(3) 料金収入の見通し

(4) 組織の見通し

【使用料収入】
 計算式：使用料収入推計値＝有収水量×供給単価（直近5年間の実績平均値）

 全庁的に人員が削減されている中で、2名以上の人員確保は困難である。
 ただし、水道事業を運営するにあたっては、幅広く、かつ、専門的な知識及び技術を要するため、その
人材育成を進める。
 専門的な研修については、水道協会主催の研修会が充実しているため、担当職員を参加させ、専門知識
を深める。また、水道技術管理者等の資格取得を推奨する。

推計値実績値
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３．経営の基本方針
【基本方針】
 水道事業の健全な経営を行うため、「上小阿仁村水道ビジョン」（令和5年3月策定）で示している「目
指すべき水道の将来像」と「基本目標」を本経営戦略の基本方針とする。 
【目指すべき水道の将来像】
 「健全な事業運営のもと、安全な水を安定的に供給し、人口減少に適応すべく、施設の再編・改築を着
実に進めます。」
【基本目標】
（１）「安全」 安全で快適な水を供給する。
 具体的施策
  施策1 安全計画の策定及び実行
  ・水源から給水栓に至る水質管理体制の徹底を図る。
  ・適切な浄水処理を行い、ろ過水濁度の監視を行う。
  施策2 水質検査計画の策定及び実行
  ・原水の水質変化について、監視を行う。
  ・給水の水質について、安全確認を行う。
  施策3 未普及地域への対応
  ・水質検査料金補助について、継続する。
  ・要望があった場合、整備の検討を行う。
（２）「強靭」 いつでも必要な量の水を供給する。
 具体的施策
  施策1 漏水調査や更新工事による有収率の向上
  ・漏水調査を行い、漏水箇所の特定や修繕を行うことで、有収率の向上を目指す。
  ・「上小阿仁村簡易水道施設更新計画書」（平成30年3月策定）に基づき、更新工事を着実に行う。
  施策2 災害への備えの充実
  ・上小阿仁村地域防災計画に基づく、防災訓練の実施。
  ・日本水道協会東北地方支部内での連携強化に努める。
（３）「持続」 将来世代も水道の恩恵を受けられるよう事業を継続する。
 具体的施策
  施策1 経営基盤の強化
  ・毎年、経営比較分析表を作成し、経営の健全性・効率性や施設の老朽化の状況について分析する。
  ・適切な水道料金のあり方について、随時検討を行う。
  施策2 持続可能な施設再編の検討及び管理体制の見直し
  ・将来の水需要予測に応じた施設配置及び施設容量の検討を行う。
  ・各種業務について、持続可能な執行体制の検討を行う。
  施策3 環境保全への貢献
  ・施設整備の際は、資源のさらなる有効利用を推進する。
  施策4 水道広域化への対応
  ・将来的な水道広域化に向け、県の動向を注視する。
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４．投資・財政計画（収支計画）
(1) 投資・財政計画（収支計画）：  別 紙 の と お り
(2) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明
① 収支計画のうち投資についての説明

② 収支計画のうち財源についての説明

目 標
既に法定耐用年数を経過した施設・設備について、平準化して計画的に更新を
行っていく。

【老朽化施設更新事業費】
 令和 5 年度の法適用に伴い水道施設の固定資産台帳の整備を行った。この固定資産台帳に基づき、個
々の施設の残耐用年数を検証したところ、既に法定耐用年数を経過した資産が多くあることが判明した。
 この施設を単年度で更新を行った場合には、1年で約5億円の事業費を要することとなり現実的に不可
能であることから、重要度を明確にして計画的に今後10年間で平準化し更新を行っていく方針で推計す
る。

目 標

【収益的収支】
 人口減少による料金収入の減少と更新した資産の減価償却費の増加により、令
和10年以降は純利益がマイナス（赤字）となる見込みである。
 本計画では、キャッシュ・フローの資金確保を重視し、繰入金を最小限に適正
化しつつ、毎年の決算の状況を分析するとともに料金の見直しについても検討し
ていく。
【資本的収支】
 基本的に建設改良費の財源は企業債とする。

【料金収入】
 人口推計については、国立社会保障・人口問題研究所予測（令和5年推計）に基づき給水人口を予測し
ている。
 年間料金収入予測＝有収水量の推計値×設定供給単価（過去5年の平均単価）×年間日数
 秋田県内の同事業、類似団体の10㎥当り料金単価の比較では7団体中で第1位で、20㎥では7団体中第3
位の金額であった。
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【企業債】
 施設の更新事業に充当する財源として、新規借入を予定している。

【一般会計】
 総務省「繰出基準」に基づき、基準内繰入金を算出し、必要に応じて基準外を計上している。

推計値実績値
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③ 収支計画のうち投資以外についての説明
【職員給与費】
 基本給、手当、法定福利費等の合計額であり、直近年（令和6年度の予算値）と同額に設定している。

【減価償却費】
 既存の固定資産に関わる減価償却費に、更新した資産の減価償却費を加算して計上している。

【長期前受金戻入】
 既存の固定資産に関わる長期前受金戻入に、更新した資産の長期前受金戻入を加算して計上している。

【維持管理費】
 委託料、修繕費、動力費等の維持管理経費は、直近年（令和6年度の予算値）と同額に設定している。
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(3) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要
① 投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

 人口減少に伴い水需要も減少していることから、老朽化施設
の更新においては、浄水施設や配水池を集約するなど、更なる
効率化を検討する。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

 現在稼働中の施設が、余剰施設とならないために有効活用を
図るとともに、スペックダウンや廃止を含めた検討も行ってい
く。

そ の 他 の 取 組
 組織について、ライフラインの重要性を鑑みて検討するとと
もに、アウトソージング等についても検討していく。

広 域 化
 将来的な広域化や連携の必要性について検討していく。

民間 の資 金・ ノウ ハウ 等の 活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

 大規模な事業者では、窓口業務や料金関係業務を民間事業者
に委託し職員数の削減やコスト縮減などを図っている事例が増
えてきたが、小規模な事業者にとってのメリットはほとんどな
いと想定される。今後は、効率的でより良いサービスの提供が
可能となる方法を検討する。

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

 施設・設備の更新にあたっては、国のアセットマネジメント
（資産管理）指針を参考に、法定耐用年数に対して施設、管路
ともに1.5倍の経過年数で更新することとし、事業費が集中しな
いよう平準化を図っている。
 施設・設備は、適切な点検や修繕を行うことで、法定耐用年
数を経過した後も安定して使用できるよう努める。
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② 財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

 本経営戦略で掲げた計画を着実に進めるために、毎年度の決
算状況を反映しPDCAサイクルにより進捗状況を検証する。
 その中で、経営、財政の状況が大幅に変更となった場合は見
直しを行う。
 また、次期改定は令和11年度までに実施する。

料 金

 料金については、1.(3)-2で述べたとおり、秋田県内の類似団
体の中でも高い設定になっていることから、近々の値上げ等は
考えていないが、今後の人口減少や老朽化施設の更新費等の上
昇を見据え適正な料金を検討していく。

企 業 債

 老朽化した施設の更新が必要であることから、企業債の借入
が増えていくことが予想される。
 そのため、企業債発行額を適切に管理していく。

繰 入 金

 繰出基準に基づく一般会計からの繰入を基本とするが、料金
で賄えない部分については、基準外として繰入する。基準外の
繰入については、可能な限り減少させる方針で検討する。

資 産 の 有 効 活 用 等 （ * ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

 現時点で予定はないが、今後は必要に応じて検討していく。

そ の 他 の 取 組
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和5年度 令和6年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 34,374 34,070 32,960 32,035 31,194 30,184
(1) 34,265 34,050 32,940 32,015 31,174 30,164
(2) (B)
(3) 109 20 20 20 20 20

２． 106,141 73,766 69,077 74,027 80,190 82,575
(1) 70,022 30,350 29,660 37,020 44,580 47,230

70,022 30,350 29,660 37,020 44,580 47,230

(2) 36,117 43,416 39,417 37,007 35,610 35,345
(3) 2

(C) 140,515 107,836 102,037 106,062 111,384 112,759
１． 89,993 103,374 97,726 101,146 105,821 112,355
(1) 7,482 8,558 8,558 8,558 8,558 8,558

4,534 4,562 4,562 4,562 4,562 4,562

2,948 3,996 3,996 3,996 3,996 3,996
(2) 20,783 25,964 25,964 25,964 25,964 25,964

6,268 6,268 6,268 6,268 6,268 6,268
1,748 6,217 6,217 6,217 6,217 6,217

441 710 710 710 710 710
12,326 12,769 12,769 12,769 12,769 12,769

(3) 61,728 68,852 63,204 66,624 71,299 77,833
２． 7,643 4,675 4,063 4,695 5,297 5,829
(1) 5,272 4,675 4,063 4,695 5,297 5,829
(2) 2,371

(D) 97,636 108,049 101,789 105,841 111,118 118,184
(E) 42,879 △ 213 248 221 266 △ 5,425
(F)
(G) 4,611
(H) △ 4,611

38,268 △ 213 248 221 266 △ 5,425
(I) 4,500 4,287 4,535 4,756 5,022 △ 403
(J) 16,004 8,263 8,510 8,700 8,976 9,162

7,534 661 681 696 718 733
(K) 49,293 50,585 53,146 50,871 48,710 45,708

49,291 49,890 52,451 50,176 48,015 45,013

2 695 695 695 695 695
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 34,374 34,070 32,960 32,035 31,194 30,184

(N)

(O)

(P)

×100 ） 13% 13% 14%

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （

流 動 資 産
う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用

修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

職 員 給 与 費
基 本 給

15% 16% -1%

令和8年度

退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和7年度

営 業 収 益

令和9年度 令和10年度
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A)
(1)
(2) (B)
(3)

２．
(1)

(2)
(3)

(C)
１．
(1)

(2)

(3)
２．
(1)
(2)

(D)
(E)
(F)
(G)
(H)

(I)
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （

流 動 資 産
う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用

修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

（単位：千円，％）

29,259 28,333 27,607 26,730 25,928 25,126
29,239 28,313 27,587 26,710 25,908 25,106

20 20 20 20 20 20
76,906 75,095 71,343 67,753 65,022 65,296
41,990 40,650 37,670 34,850 33,350 34,690
41,990 40,650 37,670 34,850 33,350 34,690

34,916 34,445 33,673 32,903 31,672 30,606

106,165 103,428 98,950 94,483 90,950 90,422
119,848 124,480 127,885 130,736 134,100 135,756

8,558 8,558 8,558 8,558 8,558 8,558
4,562 4,562 4,562 4,562 4,562 4,562

3,996 3,996 3,996 3,996 3,996 3,996
25,964 25,964 25,964 25,964 25,964 25,964
6,268 6,268 6,268 6,268 6,268 6,268
6,217 6,217 6,217 6,217 6,217 6,217

710 710 710 710 710 710
12,769 12,769 12,769 12,769 12,769 12,769
85,326 89,958 93,363 96,214 99,578 101,234
6,508 7,019 7,671 8,236 8,988 9,596
6,508 7,019 7,671 8,236 8,988 9,596

126,356 131,499 135,556 138,972 143,088 145,352
△ 20,191 △ 28,071 △ 36,606 △ 44,489 △ 52,138 △ 54,930

△ 20,191 △ 28,071 △ 36,606 △ 44,489 △ 52,138 △ 54,930
△ 20,594 △ 48,665 △ 85,271 △ 129,760 △ 181,898 △ 236,828

9,354 9,535 9,800 9,990 10,183 10,371
748 763 784 799 815 830

37,867 35,829 30,405 26,873 22,789 23,532
37,172 35,134 29,710 26,178 22,094 22,837

695 695 695 695 695 695

29,259 28,333 27,607 26,730 25,928 25,126

-172% -309% -943%-485% -702%-70%

令和13年度令和14年度令和15年度令和16年度令和11年度令和12年度
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　度 令和5年度 令和6年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 102,000 82,100 80,600 77,400 89,500

２． 11,500 21,200 13,200 5,300

３． 1,090 460 588 70

４．

５．

６．

７．

８．

９． 20,000

(A) 102,000 31,500 104,390 94,260 83,288 89,570

(B)

(C) 102,000 31,500 104,390 94,260 83,288 89,570

１． 110,747 6,140 83,190 81,060 77,988 89,570

２． 49,291 49,890 52,451 50,176 48,015 45,013

３．

４．

５． 1,341

(D) 161,379 56,030 135,641 131,236 126,003 134,583

(E) 59,379 24,530 31,251 36,976 42,715 45,013

１． 25,611 24,530 23,787 29,617 35,689 42,488

２． 33,768

３．

４． 7,464 7,359 7,026 2,525

(F) 59,379 24,530 31,251 36,976 42,715 45,013

(G)

(H) 411,893 406,003 435,652 466,076 495,461 539,948

○他会計繰入金
年　　　　　度 令和5年度 令和6年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

70,022 30,350 29,660 37,020 44,580 47,230

35,011 30,350 29,660 35,000 35,000 35,000

35,011 2,020 9,580 12,230

11,500 22,290 13,660 5,888 70

1,090 460 588 70

11,500 21,200 13,200 5,300

70,022 41,850 51,950 50,680 50,468 47,300

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和9年度 令和10年度令和8年度令和7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　度

区　　　　　分

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１．

２．

３．

４．

５．

(D)

(E)

１．

２．

３．

４．

(F)

(G)

(H)

○他会計繰入金
年　　　　　度

区　　　　　分

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

（単位：千円）

78,600 86,600 75,800 83,000 71,700 80,600

837 460 603 491 670 352

79,437 87,060 76,403 83,491 72,370 80,952

79,437 87,060 76,403 83,491 72,370 80,952

79,437 87,060 76,403 83,491 72,370 80,952

37,172 35,134 29,710 26,178 22,094 22,837

116,609 122,194 106,113 109,669 94,464 103,789

37,172 35,134 29,710 26,178 22,094 22,837

37,172 35,134 29,710 26,178 22,094 22,837

37,172 35,134 29,710 26,178 22,094 22,837

581,376 632,842 678,932 735,754 785,360 843,123

（単位：千円）

41,990 40,650 37,670 34,850 33,350 34,690

35,000 35,000 35,000 34,850 33,350 34,690

6,990 5,650 2,670

837 460 603 491 670 352

837 460 603 491 670 352

42,827 41,110 38,273 35,341 34,020 35,042

令和16年度令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

令和16年度令和13年度 令和14年度 令和15年度令和11年度 令和12年度
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